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 研究要旨 
視覚聴覚二重障害を持つ児の移行期医療を支援するための手順書を作成し

た。こどもが自分で自分の状況を医療者に話せるようになることが重要であ

る。中学生の時期は準備期間、高校生の時期は具体的な行動目標に沿って進

めていく。正常発達～軽度発達遅滞のこどもでは高校を卒業する時期には自

立し、成人医療に移行できるようにするのが目標であるが、発達遅滞の程度

によって個々の例で柔軟に考える必要がある。 
 
 
 
Ａ．研究目的 
 視覚聴覚二重障害を持つ児の移行期医療を支

援するための手順書を作成することを目的とす

る。移行期支援には自立支援と転院（転科）支

援がある。すなわち、こどもが自立して健康管

理が出来るようになるための支援すること、こ

どもとその家族が不安なく小児医療から成人医

療に以降できるように支援することである。 
 
 
Ｂ．研究方法 
 自立支援については生物学的年齢（＝法的年

齢、暦年齢）ではなく、発達年齢に応じて支援

方法、手順を考える必要がある。当科では正常

発達～軽度発達遅滞に分類されるこどもの移行

期医療支援の手順について考えた。 
 当施設は小児の専門施設ではなく大学病院と

いう性質上、転院ではなく小児を専門に診る外

来から一般外来への移行となるため、そのため

に必要な条件を考えた。 
 
(倫理面への配慮) 
 
Ｃ．研究結果   
 視覚聴覚二重障害をもつ患者の医療では、医

師、看護師、視能訓練士、言語聴覚士、医療ソ

ーシャルワーカー、臨床心理士、薬剤師といっ

た医療者が関わる。移行期医療を進めていく上

で中心的役割を担う職種は施設によって異なる

と考えられるが、当院では言語聴覚士が担うの

が現実的である。 

まず事前に保護者に移行期医療について医師

から説明し、同意を得る。こどもが自分で自分

の状況を医療者に話せるようになることが重要

で、そのためには自分の病気を理解しているこ

とが必要である。12歳～15歳（中学生）の時期

から準備を始める。この時期は家族が同席せず

にこどもだけで診察をする機会を設けるように

することで、自分で考える力を養う。 
 15歳～18歳（高校生）の間に以下の行動目標

が達成できるよう支援していく。行動目標の6
つの柱として、①自分の健康状態を説明する。

②自ら受診して健康状態を説明し服薬を自己管

理する。③さまざまな不安や危惧を周囲の人に

伝えサポートを求める。④生活上の制限や注意

事項、趣味などを含めたライフスタイルを管理

する。⑤自らの身体の力に合った就業形態の計

画を立てる。⑥妊娠の疾患への影響、避妊の方

法も含めた性的問題を管理する。 
 こどもに移行日記を書いてもらうことで自ら

考える機会を作る。保護者による自立支援も必

要であり、保護者にはチェックリストを用いる

ことで達成状況が分かるようにする。 
 高校を卒業するときには自立できていること

が目標であるが、個々の例で柔軟に対応するこ

とが望ましい。 
 
 正常発達～軽度発達遅滞のこどもについて

は、当院での一般外来への移行（成人医療への

移行）の条件としては、成人と同様の聴覚検査

が出来ることが必要である。自立が完了してい



57 
 

なくても、診療は一般外来に移行する場合もあ

る。 
 
Ｄ．考察 
軽度発達遅滞では、成人になっても概念的・

社会的・実用的領域において何かしらの支援を

要するが、一般的な視力検査、聴力検査などは

可能である。正常発達～軽度発達遅滞の児への

自立支援は、一般的な枠組みでの対応となる。

視覚障害・聴覚障害が重度である場合は、二次

的な発達の遅れとなりうるため情報取得に配慮

を要する。 
 医療者だけでなく、こども本人、保護者も移

行期医療を理解し、計画的に進めていくため

に、手順書を作成して活用することは有用であ

ると考える。 
 
Ｅ．結論 
 視覚聴覚二重障害の特徴を考慮して移行期医

療を支援するための手順書を作成した。 
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